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序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文序　　　文

　タイ政府は、1962年、ILO(国際労働機関)と協力し「タイ経営開発生産性センター(TMDPC)」

を工業省工業振興局傘下に設立し、生産性および経営開発の推進を行ってきましたが、近年、厳

しくなってきた近隣諸国との競争、多様化する産業界に対応するにはTMDPCの設備および人材で

は十分対応できない状況になっていました。このような状況を踏まえ、1991年７月、タイ政府は

TMDPCの機能を強化し、タイ全土に生産性運動を普及することを計画し、その実現のため、「生

産性向上」の指導員の育成にかかわる技術協力を日本に要請してきました。

　この要請を受けてわが国政府は、JICAを通じて1993年３月に事前調査団を派遣し、要請の背

景、計画の妥当性、協力の規模などを調査し、1994年２月に実施協議調査団を派遣して討議議事

録（R/D）に署名し、生産性コンサルティング技法、人材育成・労使関係、普及促進・調査を技術

移転分野として、５年間の協力を開始しました。1 9 9 5 年７月、新組織・タイ生産性研究所

（FTPI）が設立され、これを機にFTPIを実施機関に変更し、現在４名の長期専門家を中心に技術

移転を実施中です。

　今次終了時評価調査では、1999年２月の協力期間終了を控え、当初計画に照らしてプロジェク

トの活動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況などを「評価５項目」に沿っ

て調査すると同時に、当初目標の達成度を判定したうえで、タイ側から要請されているフォロー

アップ協力をも視野に入れ、今後の協力方針について、タイ側評価調査チーム、実施機関などと

協議し、合同評価報告書、およびミニッツで確認しました。さらに、今回の調査結果をもとに、

質の高いカウンターパートの数を増やすことを目的として、フォローアップ協力実施に関する

R/Dに1998年12月署名し、本体協力期間終了後ただちに、生産性コンサルティング技術、人材育

成・労使関係の２分野に関する２年間の協力を開始する予定です。

　本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣にあたり、

ご協力をいただいた日本・タイ両国の関係各位に対し深甚の謝意を表するとともに、あわせて今

後のご支援をお願いする次第です。

　1999年１月
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第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

(1) 背景と経緯

　タイ政府は、1962年、ILO(国際労働機関)と協力し「タイ経営開発生産性センター(TMDPC)」

を工業省工業振興局傘下に設立し、生産性および経営開発の推進を行ってきたが、近年、厳し

くなってきた近隣諸国との競争、多様化する産業界に対応するにはTMDPCの設備および人材

では十分対応できない状況になっていた。このような状況を踏まえ、1991年７月、タイ政府は

TMDPCの機能を強化し、タイ全土に生産性運動を普及することを計画し、その実現のため、

「生産性向上」の指導員の育成にかかわる技術協力を日本に要請してきた。

　この要請を受けてわが国政府は、JICAを通じて1993年３月に事前調査団を派遣し、要請の

背景、計画の妥当性、協力の規模などを調査し、1994年２月に実施協議調査団を派遣して討議

議事録（R/D）に署名し、５年間の協力期間が開始した。1995年７月、新組織・タイ生産性研

究所（FTPI）が設立され、これを機にFTPIを実施機関に変更し、現在４名の長期専門家を中

心に技術移転を実施中である。

(2) 目的

１）当初計画に照らし、協力終了を約３カ月後に控えた時点でのプロジェクトの活動実績、管

理運営状況、カウンターパートへの技術移転状況などを「評価５項目」に沿って調査する。

２）当初目標の達成度を判定したうえで、今後の協力方針について相手国側と協議し、ミニッ

ツなどで確認する。

３）評価結果から即応性の高い教訓および提言などを導き出し、今後の協力の進め方または実

施方法改善に役立てるとともに、新規の類似案件形成・実施に資する。

１－２　評価調査項目

(1) 評価５項目

１）目標達成度

２）実施の効率性

３）効果

４）案件の妥当性

５）自立発展性

(2) 総括（上記評価５項目の総合評価）

(3) 今後の協力方針
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(4) 教訓および提言（タイ側から出されている、フォローアップ協力要望に関する調査も含む）

１－３　調査団の構成

氏　名 担当業務 所　　属　　先

宇佐見　毅 団長・総括 国際協力事業団 専門技術嘱託

渡辺　政嘉 技術協力計画
通商産業省 通商政策局 経済協力部 技術協力課 課長補佐

技術協力第一班長

春日　　洸 技術移転計画 (財)社会経済生産性本部 国際本部 主席

武者美喜子 人材育成 (財)社会経済生産性本部 国際本部 国際部 主事

勝又　　晋 評価管理 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 鉱工業開発協力第一課

兵庫　弘一
評価分析

(コンサルタント)
(株)パデコ エコノミスト
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１－４　調査日程

行　　　　　　　程日数 日　付 (曜日)
団長、技術協力計画 技術移転計画、人材育成、評価管理 評価分析（コンサルタント）

１ 10月25日 (日) 11:00 成田発（TG641）
15:15 バンコク着

２ 26日 (月)  7:00 専門家との打合せ
11:00 Mala Chemical社インタ

ビュー
14:00 専門家との打合せ

３ 27日 (火) 終 日 専門家等インタビュー
４ 28日 (水) 10:30 成田発（TG641） 午 前 インタビュー、データ整理

15:30 バンコク着
18:30 専門家との打合せ

５ 29日 (木) 終 日 フォローアップ協力に関 終 日 データ取りまとめ、インタ
する打合せ（専門家） ビュー

６ 30日 (金) 終 日 フォローアップ協力に関 終 日 データ取りまとめ、インタ
する打合せ（専門家） ビュー

17:00 フォローアップ協力に関する打合せ（FTPI）
７ 31日 (土) （技術協力計画団員）プロジェク 終 日 調査結果取りまとめ

ト連携促進調査団より合流
８ 11月１日 (日) 終 日 書類整理

（団長）
11:00 成田発（JL717）
15:15 バンコク着
17:00 専門家との打合せ

９ ２日 (月) （団長、技術協力計画、 （人材育成） 午 前 Somboon社インタビュー
技術移転計画、評価管理）

 9:30 JICAタイ事務所打合せ 午 前 資料作成
11:00 DTEC打合せ
昼 FTPI所長表敬
15:00 工業省副事務次官表敬
16:30 専門家との打合せ

10 ３日 (火) 9:00 資料作成
11:00 FTPIとの打合せ
14:00 タイ側評価ﾁｰﾑとの協議

11 ４日 (水)  8:30 FTPIとの打合せ
14:00 タイ側評価チームとの協議

（技術移転計画）
22:50 バンコク発（JL718）

12 ５日 (木)  6:15 成田着
〔技術協力計画団員は、この日より鉱工業プロジェクト選定確認調査（タイ）に参加〕

終 日 調査結果取りまとめ
13 ６日 (金) 午 前 FTPIとの打合せ

午 後 調査結果取りまとめ
14 ７日 (土) 終 日 調査結果取りまとめ
15 ８日 (日) 終 日 書類整理
16 ９日 (月) 終 日 ミニッツ、合同評価報告書（各々案）作成
17 10日 (火)  9:00 合同調整委員会、ミニッツ署名

15:30 JICAタイ事務所報告
16:30 在タイ日本大使館報告

18 11日 (水)  8:35 バンコク発（JL708）
16:00 成田着
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１－５　主要面談者

＜タイ側＞

(1) タイ側評価チーム

　Mr. Thamnu Vasinonta Leader

Deputy Permanent Secretary, Ministry of Industry

(MOI)

　Ms. Kanokpan Chancharaswat Chief of Bilateral Cooperation Section

Foreign Relation Division, MOI

　Ms. Supranee Liamcharoen Chief of Monitoring and Evaluation

Planning Division, Department of Technical and

Economic Cooperation (DTEC)

　Mr. Prasit Tansuvan Executive Director, Thailand Productivity Institute

(FTPI)

　Ms. Manussawee Dhadasih Director of Productivity Promotion Division, FTPI

(2) 工業省（MOI）（タイ側評価チームを除く）

　Mr. Pricha Attavipach Permanent Secretary

　Mr. Padetpai Meekun-Iamm Deputy Permanent Secretary

　Mr. Manu Leopairote Director-General, Department of Industrial

Promotion

(3) 首相府技術経済協力局（DTEC）（タイ側評価チームを除く）

　Mr. Banchong  Amornchewin Chief of Japan Sub-Division

(4) タイ生産性研究所（FTPI）（タイ側評価チームを除く）

　Mr. Sangvorn  Rutnarak Director of Consulting Division

　Mr. Sitthinath  Sanpanich Head of Productivity Consultant

　Mr. Pattarasak  Uttamayothin Head of Human Resource Consultant

　Mr. Pornchan  Shantavasinkul Chief of International Cooperation Section
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＜日本側＞

(1) 在タイ日本大使館

　東條　吉郎 一等書記官

(2) JICAタイ事務所

　岩口　健二 所長

　鷲見　佳高 次長

　林　　浩史 所員

　中本　明男 所員

(3) 日本貿易振興会（JETRO）バンコクセンター

　野中　哲昌 次長

(4) タイ生産性向上プロジェクト専門家

　中溝　　實 チーフアドバイザー

　斉藤　正史 業務調整員

　鈴木　　甫 長期派遣専門家

　井上　安彦 長期派遣専門家

　土屋　茂機 短期派遣専門家



調 査 項 目
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

１．評価用PDM
　　の確定

２．評価調査の
　　方法

「プロジェクトの要約」に付記した
「プロジェクトの要約の詳細」を評価
用に見直すとともに、指標、指標デー
タ入手手段についてもあわせて見直し
を行ったうえで、評価用PDM（案）
を策定している。

・指標の妥当性、および指
標データ入手手段の入手
可能性を含め、左記
PDM案の内容を日本側
評価チームとタイ側の間
で協議したうえで、評価
用PDMを確定する。

・評価調査の方法の概略は
以下のとおり。

(1) 「評価用PDM」をもと
に、「評価グリッド」を
作成し、調査項目、確認
事項、および情報源を整
理する。なお、主な情報
源は以下のとおり。
１）カウンターパート、
政府関係機関、オンザ
ジョブ・トレーニング
（OJT）実施企業に対
する質問表、およびイ
ンタビュー

２）専門家に対するイン
タビュー

３）実施状況を示す諸資
料

(2) 「評価グリッド」に
沿って情報を入手したう
えで、「評価５項目」に
沿って「終了時評価調査
表」として評価結果を取
りまとめる。

(3) タイ側評価チームとの
間で、合同調査評価報告
書に評価結果を取りまと
め署名を完了する。

・残余協力期間内の協力、
協力期間終了後の協力、
特記事項などについてタ
イ側と確認し、ミニッツ
に署名する。

・左記のとおり協議し、評
価用P D Mを確定した
（ 合 同 評 価 報 告 書
Annex1参照。）

・タイ側評価チームとの協
議に際し、左記を説明
し、理解を得た。

・左記について確認し、ミ
ニッツに記載した（詳細
については別掲。）

１－６　調査結果



調 査 項 目
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

３．プロジェク
　　ト目標の達
　　成度

４．案件の効果

本プロジェクトの目標は、「生産性向
上活動がFTPIのカウンターパートに
よってタイ企業に効果的に実施される
こと。」である。

本プロジェクトの上位目標は「国立生
産性機関としてのFTPIを通じて、タ
イの企業において生産性活動が普及、
浸透されること。」である。

・プロジェクトの成果の達
成度合い、およびそれが
目標の達成にどの程度結
びついたかを検討する。

・また、成果から目標につ
ながるのを阻害／促進し
た要因についても調査す
る。

・プロジェクトの上位目標
に対するこれまでの協力
の貢献度を評価する。直
接的、間接的に、プロ
ジェクト活動によりタイ
の企業・社会に及ぼした
影響について調査し、評
価する。

・日本側からの適切かつ効
果的な投入により、技術
移転３分野で、FTPIに
おいて、延べ46名のカウ
ンターパート（うち離
職、配置替えなどを除い
た現存のカウンターパー
トは39名）を育成するこ
とができた。
上記カウンターパート
は、当初協力期間終了ま
でに、本プロジェクト独
自に定めた目標レベルに
それぞれ到達する見込み
であり、タイの企業に対
するコンサルティング、
企業内トレーニングなど
を展開している。

・協力期間開始後、プロ
ジェクト実施機関が
TMDPCからFTPIへ移管
され、ほとんどのカウン
ターパートが入れ替わっ
たことから、現在の
FTPIのカウンターパー
トへの技術移転が約３年
半となったが、５年間の
協力がFTPIに対して実
施されていれば、目標達
成度はより高いものと
なったと考えられる。

・上位目標に関連する事項
につき、FTPIのカウン
ターパートによる生産性
向上活動が、以下のよう
な形で広がっている。

(1) FTPIの「生産性週間」
における普及活動（1998
年７～８月の場合、3000
人以上がセミナーに参
加、１万人以上が展示会
を見学。）



調 査 項 目
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

５．実施の効率
　　性
(1) 投入の確認 (1) 日本側

実施協議時に策定した暫定実施計画
（Tentative Schedule of Implemen-
tation）に従って、専門家派遣、研
修員受入、機材供与を実施してき
た。日本側としては、ほぼ計画どお
り投入した。
＜1998年９月までの投入実績＞
１）専門家派遣
ａ）長期専門家
①チーフアドバイザー １名
②業務調整員 ２名
③生産性コンサルティング技術

１名
④人材育成・労使関係 ２名
⑤普及促進・調査 ２名
ｂ）短期専門家 33名
（協力期間終了までに、あと２
名投入予定）

２）研修員受入れ 18名
（本プロジェクトとは別スキーム
であるが、国別特設コース「生産
性向上研修」として、24名を受入
れ済）
３）機材供与（AV関係機材等）

約6900万円
４）現地業務費 約1600万円
５）総経費 約８億円
（上記経費には、プロジェクト終
了までの見込み額を含む）

・日本・タイ双方の投入計
画と実績を確認する。

(2) FTPIの支援による、タ
イ首相府における5S活動
の推進。

(3) タイ国家経済社会開発
委員会（NESDB）にお
ける生産性向上に関する
普及計画の策定に対する
FTPIの参画（1999年１
月から実施）。

(4) タイ全国の職業訓練校
における、生産性向上の
必須科目化。

・左記について確認した。



調 査 項 目
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

(2) 実施の効率
　　性

(2) タイ側
１）ローカルコスト措置

約３億3700万バーツ
（FTPIとしての1995年７月から
1998年９月までの運営経費。プロ
ジェクトに直接無関係の経費を含
む。）
２）カウンターパートの配置

延べ52名
（TMDPCのカウンターパートは
除く）
３）建物、設備
４）機材調達

おおむね計画どおりにプロジェクトは
進捗し、所期の目標も達成しつつあ
る。

・投入のタイミングの妥当
性について確認する。

・投入とプロジェクトの成
果との関係について確認
する。

・プロジェクトの実施体制
について確認する。

・他の外国援助機関などか
らの協力とのリンケージ
について確認する。

・日本側投入のタイミング
はおおむね妥当であった
が、タイ側に関しては、
FTPIのカウンターパー
トの配置に若干の遅れが
みられたことを確認し
た。

・協力の規模、協力分野の
設定はおおむね適切であ
り、専門家派遣、研修員
受入、機材供与などの投
入は効果的な成果につな
がったことを確認した。

・実施体制についてはおお
むね問題なく、国内支援
体制についても良好に機
能した。

・アジア生産性機構(APO)
のスキームにより、短期
専門家が派遣され、
FTPIのスタッフを指導
したことが、本プロジェ
クトの活動を補完する形
となった。



調 査 項 目

－10－

現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

６．計画の妥当
　　性

タイ政府は、通貨危機下、13業種の中
小企業の強化のため、産業構造調整事
業（IRP）を開始しているが、同事業
の８つのプログラムのひとつが生産性
向上にかかわるものであり、FTPIが
調整機関となるとともに、その一部に
ついては直接にコンサルティングや教
育訓練を行うことが求められている。

・左記IRPと本プロジェク
トの整合性を確認する。

・タイの工業化政策のなか
での本プロジェクトの位
置づけを確認し、上位目
標の妥当性を確認する。

・上位目標との整合性、実
施機関のニーズとの整合
性の確認を通じ、現時
点、さらに協力終了後に
おけるプロジェクト目標
の妥当性を確認する。

・上位目標、プロジェクト
目標、成果および投入の
相互連関性に対する計画
設定の妥当性について確
認する。

・IRPのプログラムのひと
つである「生産性向上と
生産工程の改善」のなか
で、FTPIは中心的な役
割を担うことになってお
り、本プロジェクトの目
標がIRP実施に対応する
ためのFTPI強化のニー
ズと一致していることを
確認した。

・左記政策のなかで、民間
企業の国際競争力を強化
するために、生産性向上
を広く普及させることに
力が入れられていること
を確認した。

・上記のとおり、特にIRP
のなかでのFTPIの位置
づけを踏まえると、現時
点、さらに協力終了後に
おいても、プロジェクト
目標が妥当であることを
確認した。

・本プロジェクトの３分野
において、カウンター
パートに必要な知識・技
術の移転が着実に進めら
れ、顧客となる企業側の
要請を満たす有能な人材
が育っていることを考慮
すると、計画設定の内容
は妥当であったと判断さ
れる。
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

７．プロジェク
　　トの自立発
　　展の見通し
(1) 組織的側面

(2) 財政的側面

FTPIは、1994年に「National Pro-
ductivity Center」として工業省傘下
に創設された。産業構造調整事業で
は、生産性向上に関し、調整機関さら
に一部については実施機関としての役
割を担うことになっており、タイ政府
のなかでの重要性を増している。

FTPIは当初、政府からの100％の財政
支援を1994年10月から５年間得たう
え、それ以降は80％の自主財源を確保
する計画でスタートしたが、1997年来
の通貨危機の影響下、さらに３年間の
財政支援を取りつけている。

・ニーズ把握状況、プロ
ジェクトの計画立案、相
手国実施体制、国内支援
体制などの観点から、妥
当性に欠いた要因がある
か確認する。

・F T P Iの今後の組織体
制・運営管理に関する計
画を聴取する。

・また、I R Pのなかでの
FTPIの位置づけ、役割
について確認する。

・FTPIの予算・実績額、
資金源（政府からの財政
支援、および自主財源）
の現況、および見通しを
確認する。

・実施協議時点で実施機関
の変更は予測されてお
り、カウンターパートは
移籍されることが確認さ
れていたにもかかわら
ず、ほとんどがFTPIに
移籍しなかったため、５
年間の協力期間のうち、
現在のF T P Iのカウン
ターパートへの技術移転
は最大３年半となった。

・FTPIに、IRP関連の活動
を調整するための部が新
設される予定であること
を聴取した。また、人員
については、19 9 9年に
120名のところ、2004年
には250名とする予定で
あることをあわせて聴取
した。

・IRPの生産性向上に関す
る人材育成プロジェクト
でFTPIが調整機関とな
ることが決まっている。
同プロジェクトにおける
具体的なFTPIの活動内
容については、一部セミ
ナーなどをすでに開始し
ているものの、全体とし
てはまだタイ側内部で吟
味している段階である。

・2002年までの政府からの
財政支援を、上記の人員
増などを背景に、さらに
2004年まで延長する予定
で、現在タイ政府に申請
中であることを聴取し
た。
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

(3) 技術的側面

８．教訓・提言

本プロジェクト独自の定義で定めたカ
ウンターパートのレベルのうち、最上
級にあたるレベルになれば、独自に後
進の指導にあたることが可能としてい
る。1997年11月に実施した計画打合せ
調査の際に定めた協力終了時までの育
成計画は達成される見込みである。し
かし、通貨危機下、タイ国内でFTPI
を取りまく環境が変化しているなか、
普及促進・調査分野については、協力
終了時までに十分な数のカウンター
パートが育成される見込みであるのに
対し、生産性コンサルティング技術、
および人材育成・労使関係の各分野に
関しては、急増する対外的なニーズに
応えるために、FTPIとして、スタッ
フを量的にも質的にもさらに充実させ
る必要がある。

・技術の維持・発展のため
の方策をタイ側関係者か
ら聴取する。

・本調査結果を総合し、本
プロジェクトの実施によ
り得られた教訓および同
地域・同分野での今後の
プロジェクト実施に対す
る提言を導き出す。

また、自己収入は、社内
トレーニング、コンサル
ティング、ISO関連の活
動を中心に、1999年には
約１億51 0 0万バーツ、
2001年には約２億4000万
バーツとなる見込みであ
り、政府からの財政支援
が継続している間は、こ
れらがすべて将来の活動
に対しての基金として累
積されていることを確認
した。

・目標とした技術レベルは
達成しているものの、外
的ニーズの変化に応える
ためにF T P Iのポテン
シャルを高めるうえで、
カウンターパートの質、
量両面でのさらなる充実
が不可欠であることを確
認した。

・上位レベルのカウンター
パートから下位レベルの
カウンターパートへの技
術移転が徐々に行われて
いることを確認した。

・教訓・提言の詳細につい
ては、別紙を参照。
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

９．協力期間内
　　の協力

10．協力期間終
　　了後の協力

1998年度暫定実施計画に従って、プロ
ジェクト終了までの協力を実施する。
（1998年11月以降の投入）

(1) 長期専門家（継続） ４名予定
(2) 短期専門家 ２名予定

生産性コンサルティング技術分野、お
よび人材育成・労使関係に関し、1998
年３月にタイ側から非公式に２年間の
フォローアップ協力に関する要請書が
提出され、さらに８月にはDTECから
在タイ日本大使館に対して正式に要請
書が提出されている。

・FTPIを取りまく環境の
変化などを考慮し、調査
結果次第では、協力の継
続の必要性について提言
する。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載する。

・終了時のセミナーの規模
および内容について確認
する。

・評価調査結果に応じ、要
すれば、カウンターパー
トの技術レベル測定など
の検討結果に基づいて、
フォローアップ協力を実
施する場合の協力内容
〔協力期間、技術移転項
目、技術移転の方法、活
動計画（PO）等〕につ
いて専門家チームおよび
タイ側と意見交換を行
い、必要に応じミニッツ
に記載する。

・本調査結果および具体的
な協力内容についての意
見交換を受け、帰国後の
各省会議で、フォロー
アップ協力を実施する場
合の協力内容および期間
を決定する。

・プロジェクト目標はおお
むね達成したと認められ
るものの、左記環境の変
化を考慮し、タイ側から
のフォローアップ協力の
要請を踏まえ、質の高い
カウンターパートの量を
増やすための協力の継続
のについて提言した。

・左記を確認し、ミニッツ
に記載した。

・専門家チームによる計画
では、1999年１月に約150
社の経営者を対象に、カ
ウンターパートによるモ
デル企業へのコンサル
ティングの紹介などのセ
ミナー、また生産性クリ
ニックを実施する予定で
ある。

・本調査により、フォロー
アップ協力の必要性が認
められたため、左記フォ
ローアップ協力を実施す
る場合の協力内容につい
て、タイ側と意見交換を
行い、結果をミニッツに
「フォローアップ協力の
内容例」として添付した
（Annex2）。
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現 状 お よ び 問 題 点 等 対　処　方　針 調　査　結　果

FTPIの位置づけがクローズアップさ
れるなか、FTPIの所長、部長クラス
が多忙であり、プロジェクトの運営管
理に十分に関与できていないことを考
慮し、フォローアップ協力を実施する
際には、タイ側が運営管理の主体とな
るよう、1998年９月に実施した運営指
導の際、タイ側に申し入れている。

・評価調査結果に応じ、必
要な場合は調査結果につ
いて再確認するととも
に、タイ側の準備状況に
ついて確認する。

・フォローアップ協力期間
中には、プロジェクト運
営のためのsteering com-
mittee（運営委員会）を
３カ月に１回以上の頻度
でFTPIが設置し、カウ
ンターパートの育成計画
の策定、プロジェクトの
進捗管理などを行うこと
とした。
なお、FTPI所長の民間
企業との兼任が1998年内
にも終了し、以後FTPI
の業務に専従となる見込
みであること、さらに同
所長がコンサルティング
部長代行を兼ね、プロ
ジェクトに、より直接的
に関与することになる見
込みであることを聴取し
た。
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第２章　評価結果概要第２章　評価結果概要第２章　評価結果概要第２章　評価結果概要第２章　評価結果概要

２－１　調査団所見

　標記調査団は、1998年10月25日から11月11日まで現地に派遣され、カウンターパートならびに

専門家とのヒアリングおよびタイ側評価調査団との協議などを通し、本プロジェクトの終了時評

価調査を実施した。

　その結果を合同評価報告書として取りまとめ、日本・タイ双方による合同調整委員会において

確認するとともに、その協議結果を協議議事録（M/D）としてまとめ、タイ工業省との間で署名・

交換を行った。全般にわたる所見をまとめると下記のとおりである。

(1) 終了時評価について

　評価５項目の観点から評価した結果は、次のように要約される。

１）目標達成度

　プロジェクト開始後、プロジェクト実施機関が別組織（現在のFTPI「タイ生産性研究

所」を設立）に移管されたため、現在のカウンターパートへの技術移転期間が当初の５年間

から３年半に短縮され、またその際にカウンターパートのほとんどが入れ替わることになっ

た。

　このようなプロジェクト推進上の大きな阻害要因はあったものの、日本側からの適切かつ

効果的な技術移転によって、生産性コンサルティング技術分野、人材育成・労使関係分野、

普及促進・調査分野の３分野で、FTPIにおいてこれまでに46名のカウンターパート（うち

離職、配置替えなどを除いた現存のカウンターパートは39名）を育成することができた。彼

らは、生産性向上活動の指導者として現在、活躍中である。

　なお、終了時までの技術移転についても、本プロジェクト独自で作成したカウンターパー

ト育成計画に示されている目標レベルには、予定どおり到達する見込みである。

２）効果

　オンザジョブ・トレーニング（OJT）およびクラスルームトレーニングを受けたカウン

ターパートの現場指導により、多くの企業で生産性向上活動が推進され、着実に成果をあげ

ている。また、FTPIはセミナーや「生産性向上週間」などの活動を通して、企業への普及

促進に努めており、FTPIの役割は国内的にも広く認知されるとともに、その活動は高く評

価されている。なお、現在FTPIの会員企業数は646社に達している。

　また、国立の生産性機関であるFTPIは、その実績を買われ、国家経済社会開発委員会

（NESDB）が担当する生産性に関する国の政策立案に1999年より関与する予定である。



－16－

３）実施の効率性

　協力の規模、協力分野、支援体制および他の協力形態とのリンケージが適切であり、専門

家派遣、研修員受入、機材供与などの日本側投入は効率的な成果につながった。この理由と

して、カウンターパートであるFTPI職員のレベルが高く、また派遣されたJICA専門家が経

験豊富な熱意ある指導者であった点があげられる。

４）計画の妥当性

　タイ政府は、中小企業の国際競争力を強化するため、生産性向上による国の工業化計画を

加速する政策を推進している。このためには、生産性向上の重要性を企業に認知させその取

り組みを全国的な運動として展開する必要がある。この活動の中枢機関となるFTPIへの技

術移転は、この政策とも完全に一致しており、妥当なものと思われる。

　さらに、1997年来の通貨危機のなか、タイ政府は「産業構造調整事業（Industrial Rest-

ructuring Plan: IRP）」を５カ年計画として推進している。この計画のなかで、FTPIは生

産性向上に関する分野を実行する重要な使命を課せられており、このような国家的事業計画

の面からみても、本プロジェクトの計画は適切なものであったといえる。

５）自立発展の見通し

　これまでの技術移転により優秀なカウンターパートを育成できたが、今後増大するFTPI

への期待に応えるために、特に生産性コンサルティング技術および人事育成・労使関係の分

野でのカウンターパートの数の不足が顕著である。

　FTPIは、1999年以降は一部政府補助は受けるものの、財政的には独立する計画になって

いるが、今後必要な職員数（増員後約250名）を確保するために、政府による100％の財政支

援の受入をさらに2004年まで延長する申請が承認される見込みである。その後の政府の財政

支援が減少したとしても、事業収入や過年度の繰越金に加え、政府補助が期待できる分野で

の貢献を進めることにより財源が確保されると思われ、組織的、財政的両面でのプロジェク

トの自立発展性に基本的な不安はない。

　技術的な面では、目標とした技術レベルは達成されているものの、さらにFTPIのポテン

シャルを高めるためには、カウンターパートの質、量の両面での充実が不可欠である。

６）総合評価

　協力期間５年間の本プロジェクトは、タイ側実施機関が変更したため、FTPIのカウン

ターパートへの技術移転は実質３年半となったものの、1999年２月の協力期間終了までには

質と量の両面で計画されたカウンターパートを育成することができ、目標がほぼ達成される

見込みである。

　しかしながら、1997年７月以降のアジア経済危機により、生産性向上に関する期待が高揚

し、前述したようにFTPIがIRPの生産性分野において調整・実施機関として重要な役割を
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果たすことが期待されている。IRPを効率的に推進し、産業界の期待に応えていくために

も、生産性コンサルティング技術および人材育成・労使関係分野において、質の高いカウン

ターパートの数を増やす形で、FTPIを一層強化することが必要不可欠である。

(2) 産業構造調整事業とFTPIとの関係

１）産業構造調整事業（IRP）の概要

ａ）タイ工業部門は、生産効率の改善や品質水準の向上への取り組みの遅れなどにより、　

国際競争力は低下している。1997年７月の通貨危機以降、低迷する国内経済の回復のため

輸出拡大が求められている。タイ政府は、激化する国際市場において、より付加価値の高

い製品の製造・販売を可能とするための「産業構造改革」の必要性にかんがみ、1997年９

月、工業省提案による当事業を閣議決定した。わが国政府は、その翌月「日・タイ首脳会

談」の場で、橋本総理（当時）よりタイの産業構造強化への支援表明を行い、当事業への

重点的な協力を実施している。

ｂ）IRPは1998年６月15日閣議了承され、全体で５カ年計画だが（1998年10月～2003年９

月）、その改革の方向性は中小企業の「国際競争力の強化」である。具体的には、 ①生産

性向上と生産工程の改善、②技術革新・設備更新、③熟練工育成、④中小企業・裾野産業

育成、⑤製品開発・市場開発、⑥労働集約産業への地方転換、⑦外国ハイテク産業の投資

促進、⑧公害防止（規定工業団地への移転促進）が掲げられている。

ｃ）これら縦軸に対し、横軸として重点対象業種として13業種が指定されている。具体的に

は、①繊維・衣服、②食品・飼料、③自動車および同部品、④靴・皮革製品、⑤木材・家

具、⑥医薬品・化学製品、⑦プラスチック、⑧ゴム製品、⑨セラミックス、ガラス、⑩電

気・電子、⑪宝石・装飾品、⑫石油化学、⑬鉄鋼製品である。

ｄ）大枠で承認されたIRPに関する事業計画大綱（マスタープラン）が1998年１月に閣議承

認され、上記業種別戦略（ストラテジィー）が1998年３月に、実行計画（アクションプラ

ン）が同年６月にあわせて承認された。さらに、1998年10月より1999年の３月までの期間

に実施を予定している優先25プロジェクトが策定されている。優先25プロジェクトのなか

には、生産性向上に関する関連事業がすでに認められている。

２）産業構造調整事業におけるFTPIの役割

ａ）工業省産業振興局（DIP）は、生産性向上などに関連して産業界との間で総合的な機能

を果たし、産業界にとって必要な支援策を提供することになる。一方、FTPIは生産性向

上に関する人材育成に関して責任をもって推進することになる。すなわち、FTPIは生産

性向上に関する人材育成全般に関して、個別企業からの要請に応じコーディネートを行う

ことになる。
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ｂ）IRPのもとで実施を予定している生産性向上に関する人材育成分野では、10件の研修

コースが計画されている。これらコースの企画・運営は基本的にはFTPIが実施すること

になるが、必要に応じ他の人材育成機関との協力のもとに進めることになる。これら予算

として約１億バーツが生産性関連の予算として計上されているが、その執行は現在まだ認

められていない。ただ、25プロジェクトのなかで事業推進体制が整っているのは当該プロ

ジェクトを含む数プロジェクトしかない状況であり、IRPの推進にあたってFTPIに対す

る期待は大きい。

ｃ）しかしながら、それらのFTPIに対する大きな期待とは裏腹に、フォローアップ協力で

検討されている技術移転を効果的に進めなければ、それらの期待に十分応えることが困難

となることが想定される。カウンターパートにとってみれば、必要な技術移転を受けつ

つ、政府の要請に応える事業を着実に推進していかなければならない。今後は、FTPI内

にフォローアップ協力に関するステアリングコミッティを設置し、IRPのもとで進める事

業と当フォローアップ技術移転を効果的に進めるための調整を行うことが必要であると思

われる。

(3) 今後の教訓および提言等

１）教訓

　タイにおいては、従来から生産性向上の重要性は一部で認識されてはいたが、必ずしも一

般的に広く具体的な取り組みとして多くの産業現場で生かされてはいなかった。しかしなが

ら経済危機に直面し、ようやく産業界においても、企業活動の存続さえ危ぶまれる非常に厳

しい環境のなか、生産性向上の取り組みがきわめて効果的な活動であるとの認識が醸成され

はじめた。

　今後、本分野のプロジェクトを実施する場合には、ターゲットグループ（産業界等）が必

ずしも本分野の重要性を認識していないことによって予想される技術移転の困難さを考慮

し、協力期間開始前の事前調査、短期調査などをより充実させ、適切なプロジェクトデザイ

ンを形成することが重要である。その際は、案件の準備段階からPDMなどによる管理手法

を適用し、プロジェクトの運営管理、モニタリング、評価を実施することが必要である。

　当初から実施機関の変更は予測されており、実施協議調査の際、実施機関の移管に伴って

カウンターパートも移籍する旨確認していた。しかし実際は、設立後５年で民営化される予

定のFTPIに移籍した場合、公務員としてのステータスを失うことを危惧したこともあり、

ほとんどのカウンターパートが移籍しなかった。このためFTPI設立後カウンターパートは

新規に配置されることになった。このような事態を可能なかぎり予見し、協力期間の開始を

適切に設定する必要がある。
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２）提言等

　タイにおいて生産性向上活動の重要性が再認識され、さらにはIRPにおいても高いプライ

オリティで当該関連事業が計画されている。わが国の現在までの技術協力がベースとなり、

発展的にタイ政府自身の自主的な取り組みとして具体的な関連事業の計画がなされたのは大

きな成果であると考えられる。

　今後、FTPIにはIRPの一環として生産性向上に関する中核的な役割の強化が求められて

いるが、そのために必要な人材の一層の充実が今後とも必要不可欠となる。当初想定したカ

ウンターパート育成計画はおおむね達成されていると考えるが、さらにFTPIが多くの場で

活躍を求められていることから、それらFTPI人材育成の補足的強化のためのフォローアッ

プ協力が必要不可欠であると考えられる。

　現在までに技術移転された成果を活用して、IRPのもとで実施される関連事業の計画と

フォローアップ協力として実施される技術移転計画との調整が必要となる。

　今後ますます増加する国内産業からの要請に応えるためには、わが国のフォローアップ協

力による技術移転を効果的に進め、それら成果をできるだけ早い段階でフィードバックさ

せ、IRPの着実な実施を促進する必要があると考えられる。すなわち、フォローアップ協力

を進める際には、わが国の技術協力がIRPを一層効果的に進めることになるとの共通認識を

両国間で再確認し、技術移転が円滑に進められるように関係者間で調整を進めることが必要

不可欠であろう。

　そのためには、FTPIの活動計画とカウンターパートの育成計画が常に整合するように、

FTPIによるフォローアップ協力のステアリングコミッティを設置するとともに、以下のよ

うな点を確認していくことが必要である。

ａ）IRPのもとで行われる事業計画とフォローアップ協力の技術移転計画との整合性を保つ

ために必要な調整を行う。

ｂ）FTPIは日本側専門家の提案や要請を組織内に徹底できるよう、改めて指揮系統を明確

化する。

ｃ）人材を合理的に活用するため、技術移転における達成度評価表などを利用し、業務配分

や技術移転計画の修正をFTPIが推進する。

(4) フォローアップ協力の概要

　本終了時評価調査の結果に基づくわが国関係機関の協議により、フォローアップ協力が正式

に決定されることを想定して、フォローアップ協力期間中の技術移転内容、移転方法などにつ

いてタイ側との意見交換を行った。その概要は次のとおりである。
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１）目的

　FTPIが、タイ関係機関および産業界の期待に応え得るだけのカウンターパートの質と量

を満たすために、企業診断および改善指導ができ、後進の育成が可能なシニアレベルのカウ

ンターパートの数を「カウンターパート育成計画」に沿って、２年間かけて増加することが

主目的である。

　なお、強化が必要な技術移転分野は、生産性コンサルティング技術と人材育成・労使関係

の２分野である。

２）技術移転の内容と方法

　座学、企業訪問による事例研究、モデル企業でのOJT（コンサルティングおよびトレーニ

ング）により、当初協力期間で技術移転を行ったものの、カウンターパートがまだ十分なレ

ベルに達していない項目を中心に技術移転を行う。

　その際、タイ側のオーナーシップを高めるために、これまで専門家がプロジェクトを指導

および管理していた比重を徐々にタイ側に移していくことが重要である。特にフォローアッ

プ協力期間中の中心的活動となるOJTでは、専門家とタイ側の役割分担を明確にする必要が

ある。また、IRPのFTPIによる調整・実施事業により、本フォローアップ協力の技術移転

活動に支障が生じることのないよう、タイ側は今後早期にステアリングコミッティを設け、

３カ月に一度程度の頻度で、日本・タイ双方の関係者により技術移転活動の進捗状況などに

ついてもモニタリングするとともに、フォローアップ協力全般の運営管理について中心的役

割を果たすことが肝要である。

(5) 全体所感

　経済危機に襲われたタイが、この難局を乗り越えるためには、製造業を中心とした産業界の

生産性向上に努めることが求められている。このため「生産性向上と生産工程の改善」が、現

在、タイ政府が推進している産業構造調整事業のなかで高いプライオリティで取り組まれてい

る。

　今後、タイがASEANにおける工業製品の生産基地としての役割を目指していくためには、

製品の品質向上とコスト削減が緊急の課題である。そのためには、国をあげて製造業を中心と

した産業界の生産性向上に強力に取り組んでいくことが肝要である。

　そのような状況から、FTPIに対する期待は今後さらに強くなることが予想される。

　本プロジェクトは、実質的な協力期間の短縮にもかかわらず所期の目的をほぼ達成する見込

みである。その技術面での要因としては、実施機関の変更後に採用されたカウンターパートを

企業経験の多少に基づいたレベル別に分けることにより効率的な技術移転を行ったこと、左記

レベルごとに習得すべき技術項目を明確にするなどカリキュラムを整備したこと、およびモデ
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ル企業でのOJTを多く取り入れ、カウンターパートが実践的な訓練を積む場を設けたことなど

があげられる。しかし、これらの技術面での要因を支えたより根本的な要因として、何といっ

ても専門家グループのチームワーク、専門家とカウンターパートの熱意と努力、そして専門家

と日本国内外における支援組織との緊密な連絡調整があったことを最後に書き添えたい。これ

らの方々に敬意を表する。
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２－２　プロジェクト方式技術協力終了時評価調査票

作成日：平成 10年 11月 10 日

担　当：鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第一課

　　　　勝又　晋

プロジェクト名

相手国

協力期間

R/D（協定）

事業分野

技術協力分野

相手国実施機関

（和）タイ生産性向上プロジェクト

（英）The Productivity Development Project in the Kingdom of Thailand

タイ王国

1994 年２月 18日から 1999 年２月 17日まで（５年０カ月）

人口・保健／農林水産／社会産業開発

研究開発／技術普及／人材育成

（和）タイ生産性研究所

（英）Thailand Productivity Institute (FTPI)

終了時評価調査団 （担当） （氏名） （所　　　　　属）

団　　長 宇佐見　毅 国際協力事業団 専門技術嘱託

技術協力計画 渡辺　政嘉
通商産業省 通商政策局 経済協力部

技術協力課 課長補佐 技術協力第一班長

技術移転計画 春日　　洸 (財)社会経済生産性本部 国際本部 主席

人材育成 武者美喜子 (財)社会経済生産性本部 国際本部 国際部 主事

評価管理 勝又　　晋
国際協力事業団 鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課

評価分析

(コンサルタント)
兵庫　弘一 (株)パデコ エコノミスト

終了時評価調査

実　施　日
1998 年 10 月 25 日から 1998 年 11 月 11 日まで（18日間）

プロジェクト・

デザイン・

マトリックス

（PDM）

ミニッツの Annex1を参照

技術協力計画

（TCP）
ミニッツの Annex4を参照
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評価結果要約
目標達成度 FTPI のカウンターパートに対する技術移転は比較的短期間で行われたにもかかわらず、本

プロジェクトは生産性コンサルティング技術、人材育成・労使関係、生産性普及促進・調査
の各分野において有能なカウンターパートを養成してきている点で、これまでのところ成功
であったといえよう。カウンターパートの技術・知識のレベルは、十分な機材の提供とよく
まとめられた養成計画を背景に、着実に向上している。しかし、カウンターパートに対する
訓練期間がプロジェクト実施期間の変更により短縮されなければプロジェクト目標の達成
度はより高いものであったと考えられる。

効果 本プロジェクトにおいてカウンターパートに対する座学と OJTが行われた結果、FTPIは上
位レベルのカウンターパートの人数が増えるのに合わせて民間企業へ提供するサービスを
増やしていくことに成功している。これまでのところ、FTPI の会員企業数（会費支払いベ
ース）は 646 社に達している。
FTPI はまた、外部関係者へのセミナーの開催、「生産性週間」における宣伝活動などを通
じ民間企業に対する生産性向上の概念の普及を進めていくことにも成果をあげている。この
結果、FTPI はタイにおける生産性向上活動の中心として高く評価され、国家経済社会開発
委員会（NESDB）の生産性に関する政策や戦略の形成に今後かかわっていくことが予定さ
れている。

効率性 専門家派遣、研修員受入、機材供与などのタイミングは適当であったと判断される。タイ側
のローカルコスト負担についても滞りなく行われた。計画された投入物が効率的に成果につ
ながった点でプロジェクトの規模は基本的には適正なものであった。

妥当性 タイ政府は、民間企業の国際競争力を強めるために、生産性向上を広く普及させていく政策
に力を入れはじめている。FTPI は生産性向上の中心として、本プロジェクトを通じて企業
に対しさまざまな活動を行っており、その結果、生産性向上が徐々に民間に浸透している。
プロジェクトで行われたカウンターパートに対する技術移転をさらに進めていくためには、
必要な訓練のための時間を確保するべきである。

自立発展性 FTPIは本プロジェクトにより有能なカウンターパートを養成している。しかし、FTPIの活
動に対する現在の需要の増加を考慮した場合、後進の指導が可能な上位レベルのカウンター
パートの人数は、特に生産性コンサルティング技術と人材育成・労使関係の両分野において
不十分である。
FTPIは、1999 年には政府の財政補助が部分的なものとなり、財政面で独立することが期待
されていた。しかし、特に 1997 年の経済危機後の生産性向上への支援に対する需要の増加
を反映し、FTPIは政府による全面的な財政支援が2004年まで延長されるよう要請を行った。
その一方、企業に対するトレーニングやコンサルティング活動を通じた事業収入は着実に増
加している。
プロジェクトで養成されたカウンターパート数は着実に増加しているが、技術的な観点から
考えた場合、将来の活動のために、より技術・知識を深めていくことが必要であり、そのた
めに実地経験を積んでいくことが必要とされよう。

今後の見通し 上述のように、本プロジェクトは FTPIにおいて有能なカウンターパートを養成していると
いう点において、これまでのところ成功であったといえる。しかし、経済危機下のタイ産業
の生産性向上活動を支援していくためには、より多くの上位レベルのカウンターパートを育
てていくことが求められている。
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１．要請の内容と背景
(1) 要請発出
(2) 内容と背景

1991 年７月
　タイ政府は、1962 年に国際労働機関（ILO）と協力して工業省工業振興局
のもとに「タイ経営開発生産性センター」（ Thailand Management
Development and Productivity Center: TMDPC）を設立し、生産性および経
営開発の推進を行ってきた。しかしながら、近年の近隣諸国との競争の激化や、
多様化する産業界からの要請に、TMDPCの設備および人材では十分に対応で
きない状況となっていた。
　一方、タイ政府は、適正水準の経済成長率の維持、地方への所得と経済発展
成果の配分、人的資源、生活の質、環境、自然資源開発の一層の推進を目的と
して、1992 年 10 月から第７次５カ年計画（1992～1996）を実施していた。
　この計画の一環としてタイ政府は、TMDPCの機能を強化し、タイ全土にお
いて生産性運動を実施して生産性概念の普及を図るため、1991 年７月に日本
政府に対してプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

要請の内容は、
　①人材育成・労使関係
　②生産性普及促進・調査
　③生産性コンサルティング技術
についての技術移転である（協力３分野）。

Ⅰ．プロジェクトの経緯、概要
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２．協力実施のプロセス
（計画立案段階）
(1) 事前調査

　1993 年３月１日～1993 年３月９日（９日間）
１．調査内容
プロジェクト名称、実施機関、上位目標、プロジェクト目標、協力期間、
技術移転内容、タイ実施体制／日本側協力体制についての協議。
留意事項①プロジェクト実施機関の組織改革の可能性。
　　　　②新ビルへのオフィス移転の予定についての確認。

(2) 長期調査 　1993 年８月 11 日～1993 年８月 24 日（14 日間）
１．調査内容
(1) プロジェクト実施機関が別組織になる可能性に伴う調査・確認事項

TMDPC の下部組織としてのプロジェクト実施機関の組織構成、建物・施
設の確保、予算処置内容を確認した。

(2) タイ側より長期専門家と研修員受入の増加要請についての協議
長期専門家と研修員受入の増加要請に対しては、その増加要請の裏づけが
未確定であったため、持ち帰り検討することとした。

(3) 供与機材については、長期専門家が中心となり新ビル移転後の供与分を検
討することとした。

(3) 実施協議 　1994 年２月 10 日から 1994 年２月 19 日（10 日間）
１．討議議事録（R/D）
・プロジェクト実施機関を National Productivity Center (NPC)に変更す
る旨記載（ただし、現状では NPCとは TMDPCを指す）。

・上位目標、プロジェクト目標、成果、活動について PCM 手法を用いた
表記法に訂正。

２．暫定実施計画（TSI）
短期専門家の派遣、研修員受入、機材措置などについて検討。

３．討議議事録署名交換
(1) 技術移転内容
協力３分野の内容確認。

(2) 専門家派遣
1994 年３月までに長期専門家の派遣要請書の提出を行うことを確認。

(3) 研修員受入
1993 年予算での受入要請書を受領。

(4) 機材供与
現状のスペースと新ビル完成後の２回に分けて機材リストを作成。

(5) プロジェクト・サイト基盤整備
新ビルは 1995 年末までに完成予定。

(6) 機材配置計画
機材配置スペースを視察。

(7) カウンターパートおよびスタッフの配置
タイ側から 1994 年４月までにカウンターパートおよびスタッフを任命予
定。

(8) ローカルコスト負担
プロジェクト実施期間中の予算計画を確認。
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３．協力実施のプロセス
（実施段階）
(1) 計画打合せ

　1994 年 11 月 23 日～1994 年 12 月２日（10日間）
Ⅰ．暫定実施計画進捗状況と年度計画の策定
日本側
１．専門家派遣
(1) 長期専門家
1994 年５月と６月に計５名の長期専門家を派遣。11月に調整員交代。

(2) 短期専門家
トップセミナー、生産性向上コンサルティング分野への派遣予定確認。

２．研修員受入
1995 年３月から６名、２カ月の派遣予定を確認。ただし候補者未選定。

３．機材供与計画
AV機器／教材、車両を 1994 年度末に供与予定である旨確認。

タイ側
１．プロジェクト・サイト基盤整備
・現在の事務所を少なくとも 1995 年 11月までの使用予定の旨確認。
・机、椅子、電話、教育用教材等は提供済であることを確認。

２．カウンターパートおよびスタッフの配置
NPCは Thailand Productivity Institute (TPI)になる予定であるが、組織、
人員などの配置予定は不明。

３．ローカルコスト負担
TPI 発足後は TMDPC は解散予定。TPI の 1995 年度予算は 4870 万バー
ツ。

Ⅱ．技術協力計画の進捗状況と年度計画
専門家の技術協力計画は策定中。

Ⅲ．その他
生産性向上に関する企業セミナー開催予定。

(2) 巡回指導 　1995 年 11 月 20 日～1995 年 12 月２日（13日間）
Ⅰ．暫定実施計画の進捗状況
日本側
１．専門家派遣
(1) 長期専門家
1996 年度の専門家交代の説明および後任に対する要望を聴取。

(2) 短期専門家
1995 年度の追加派遣の説明と 1996 年度の専門分野に関する要望を聴取。

２．研修員受入
1996 年度研修枠の確認と研修分野に関する要望を聴取。

３．機材供与
1996 年度必要機材についてリストより確認。

タイ側
１．建物施設等プロジェクト・サイト基盤整備状況
現在の事務所を 1998 年 12月まで使用する旨確認。

２．機材設置および維持管理状況
機材の開梱は完了済で使用を開始していることを確認。

３．組織、カウンターパートおよびスタッフの配置
今後の採用計画の確認。日本側より採用への要望事項の申し入れ。

４．ローカルコスト負担
当初５年間の運営予算は 100％政府負担、それ以降は 20％政府負担となる
旨確認。

Ⅱ．技術協力計画の進捗状況
企業診断、トップセミナーなどの開催状況および年間計画の確認。
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 (3) 計画打合せ 　1996 年 10 月 28 日～1996 年 11 月５日（９日間）
Ⅰ．暫定実施計画と年間計画の確認および次年度計画の策定
日本側
１．専門家派遣
(1) 長期専門家
1996 年度中に人材育成・労使関係、生産性普及促進・調査でそれぞれ１
名派遣済。

(2) 短期専門家
1996 年度中に６名の専門家派遣予定。1997 年度の派遣要望聴取。

２．研修員受入
1996、1997 年度中の各受入予定を確認。1996、1997 年度のコストシェア
リング（C/S）コース実施予定を確認。

３．教材供与
1996 年度本邦調達分 1430 万円、現地調達分 603 万円内容確認。

タイ側
１．建物施設などプロジェクト・サイト基盤整備状況
オフィスの借上げ面積の拡大。

２．教材設置および維持管理状況
AV機器／機材、車両など利用状況良好の旨確認。

３．カウンターパートおよびスタッフの配置
Consulting Divisionの Director着任。

４．ローカルコスト負担
1996 年度予算額の確認（9433 万バーツ）。

Ⅱ．技術協力計画の進捗状況
OJT、オンサイト・マネジメント・ガイダンス、企業訪問を通じた着実な
技術移転の実施。

Ⅲ．プロジェクト運営上の問題点
生産性コンサルティング分野のカウンターパート数が多く、計画的な技術
移転が必要。

(4) 計画打合せ 　1997 年 10 月 30 日～1997 年 11 月８日（10日間）
Ⅰ．暫定実施計画の進捗状況および来年度計画
日本側
１．専門家派遣
(1) 長期専門家
実績を確認。

(2) 短期専門家
1997年度６名の短期専門家を派遣済、今後３名を派遣予定であることを確認。

２．研修員受入
1997 年度 11名（内 C/Sコースで８名）受入実施。

３．機材供与
1997 年度 LCD プロジェクター２基（200 万円）を供与済であることを確
認。

タイ側
１．タイ側予算による専門家招聘

APOおよびタイ側予算負担による専門家の受入実施。
２．建物・施設などプロジェクト・サイト基盤整備状況
現在のプロジェクト・サイトの継続使用を確認。

３．機材措置および維持管理
供与機材の稼働状況・維持管理状況が良好な旨確認。

４．組織、カウンターパート、職員の配置、定着状況
本調査以降配置されるスタッフに対しては、専門家からの支援のもと経験
を積んだカウンターパートからの指導を中心とする旨確認。調査新セクシ
ョン設置について確認。

５．ローカルコスト負担
５年間全体の予算計画内容を確認。
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Ⅱ．協力内容、範囲の再確認
スタッフの採用計画、技術移転の方法について確認。

Ⅲ．技術協力計画（TCP）の進捗状況
今年度の協力３分野におけるコース履修状況を確認。

Ⅳ．残余協力期間の技術協力計画
協力３分野における Full Scale OJTの実施。協力期間の延長は行わないこ
とを前提に TCPの見直しを実施。

Ⅴ．プロジェクト運営上の問題点
カウンターパート育成計画とプロジェクト活動の整合性について確認。国
の全額補助期間終了後の予算措置について確認。

Ⅵ．その他
終了時評価も念頭に置いて PDMの見直しを実施。

４．協力実施過程における特
　　記事項
(1) 実施中に当初計画の変更
　　はあったか

下記(2)の実施機関の変更に伴いカウンターパートの多くが交代した。

(2) 実施中にプロジェクト実
　　施体制の変更はあった
　　か

1994 年２月のプロジェクト発足当初はタイ工業省工業振興局「タイ経営開発生
産性センター（TMDPC）」が実施機関となった。しかし 1995 年７月に国立生
産性センター（NPC）として工業省直轄の「タイ生産性研究所（FTPI）」が
設立され、同研究所を実施機関として協力が行われることとなった。

５．他の援助事業との関連 FTPI がアジア生産性機構（APO）の会員であるために、同機構より専門家の
派遣を受けている。
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プロジェクトの要約 指　　標 実　　績
上位目標

国立生産性機関としての FTPI を
通じて、タイ国企業において生産性
向上活動が普及、浸透される

１．生産性向上活動に取り組んで
　　いるタイ国企業の数
２．指導実施後も FTPIに対しコ
　　ンサル活動を要請してきた企
　　業数
３．FTPIの生産性向上活動に対す
　　る顧客であるタイ国企業の評
　　価
４．FTPIが独自に訓練したコンサ
　　ルタントの人数
５．企業内ファシリテーターの生
　　産性向上活動に対する社内評
　　価

１．オンサイト・マネジメント・ガ
　　イダンス（OMG）およびコン
　　サルティングへの参加企業数
　　が約 100 社
２．10 社強
３．FTPI、あるいは本プロジェク
　　トで実施したセミナー後のク
　　リニックへの参加、および直接
　　相談に来所した企業数が約
　　200 社
４．シニアレベルコンサルタントに
　　よる指導継続中
５．ファシリテーター制度に関する
　　企業側の期待は高い（インタ
　　ビュー）

プロジェクト目標
FTPIのカウンターパートによって
タイ国企業において生産性向上活
動が効果的に実施される

１．カウンターパートの生産性向
　　上活動に対する OJTを実施し
　　た企業からの評価
２．OJTを実施した企業と企業内
　　ファシリテーターの数々

１．FTPIが制作した OJTを実施
　　した企業におけるビデオやイ
　　ンタビューをみると、企業側か
　　ら高い評価を得ていることが
　　理解できる
２．コンサルティング（OJT）を実
　　施した企業 35 社で約 200 名を
　　指導した

成　　果
０．プロジェクト実施のための運営
　　体制が強化される
１．FTPIのカウンターパートが生
　　産性コンサルティング技術に関
　　する知識を習得する
２．FTPIのカウンターパートが生
　　産性向上を進めるための人材
　　育成・労使関係の知識を習得す
　　る
３．FTPIのカウンターパートが生
　　産性普及促進・調査技術に関す
　　る知識を習得する
４．AV活動を実施するために必要
　　な機材、装置が供与され、適正
　　に維持管理される

0-1 職員数
　　（FTPI/本プロジェクト）
0-2 予算
0-3 事業管理
1-1 生産性コンサルティング技術
　　分野の各レベルにあるカウン
　　ターパートの人数
　　シニアレベル/アソシエイトレ
　　ベル/ジュニアレベル
1-2 カウンターパートの活動に必
　　要な知識と経験の達成度の評
　　価
2-1 人材育成・労使関係分野の各レ
　　ベルにあるカウンターパート
　　の人数
　　シニアレベル/アソシエイトレ
　　ベル/ジュニアレベル
2-2 カウンターパートの活動に必
　　要な知識と経験の達成度の評
　　価
3-1 生産性普及促進・調査技術の各
　　レベルにあるカウンターパー
　　トの人数
　　プロフェッショナルレベル/ア
　　シスタントレベル
3-2 カウンターパートの活動に必
　　要な知識と経験の達成度の評
　　価
4-1 供与された AV機材の数および
　　維持管理状況

0-1 114 名（FTPI：1998 年４月）
　　カウンターパート 39 名（本プ
　　ロジェクト：1998 年７月）
0-2 FTPI運指費実績３億 3700 万
　　バーツ（1995 年７月～1998 年
　　９月）
　　内ローカルコスト分
　　１億 8400 万バーツ
0-3 7978 万バーツ（1998 年度９月
　　末での年間収入）
1-1 生産性コンサルティング技術
　　分野
　　シニアレベル　　　　３名
　　アソシエイトレベル　６名
　　ジュニアレベル　　　10 名
2-1 人材育成・労使関係分野
　　アソシエイトレベル　２名
　　ジュニアレベル　　　２名
3-1 生産性普及促進・調査分野
　　（AVスタッフ以外）
　　プロフェッショナルスタッフ
　　　　　　　　　　　　　６名
　　アシスタントスタッフ　４名
　　AVスタッフ
　　プロフェッショナル
　　　　プロデューサー　　２名
　　プロフェッショナル
　　　　エンジニア　　　　３名
　　アシスタント
　　　　プロデューサー　　１名
4-1 評価報告書 Annex15参照
　　AV機材は適正に維持されてお
　　り、３カ月に一度定期点検を受
　　けている

Ⅱ．計画達成度
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投入実績活　　　　動
日本側 タイ側

0-1 必要な人員を配備する
0-2 活動計画を策定する
0-3 予算計画を策定し適正に執行する
1-1 カウンターパート養成計画を策定する
1-2 カウンターパート養成のカリキュラムを
　　提供する
1-3 カウンターパート養成の教材を提供する
1-4 生産性コンサルティング技術分野のカウ
　　ンターパートへの講義を実施する
1-5 生産性コンサルティング技術分野のカウ
　　ンターパートによる会社訪問を実施す
　　る
1-6 生産性コンサルティング技術分野のカウ
　　ンターパートによる企業での OJTを実
　　施する
1-7 カウンターパートがガイドラインとして
　　使用するためのトレーニング・マニュア
　　ルを共同開発する
1-8 外部関係者へのマネジメント・セミナー
　　を開催する
1-9 カウンターパート養成の成果を評価する
2-1 カウンターパート養成計画を策定する
2-2 カウンターパート養成のカリキュラムを
　　提供する
2-3 カウンターパート養成の教材を提供する
2-4 人材育成・労使関係分野のカウンターパ
　　ートへの講義を実施する
2-5 人材育成・労使関係分野のカウンターパ
　　ートによる会社訪問を実施する
2-6 人材育成・労使関係分野のカウンターパ
　　ートによる企業での OJTを実施する
2-7 カウンターパートがガイドラインとして
　　使用するためのトレーニング・マニュア
　　ルを共同開発する
2-8 外部関係者へのマネジメント・セミナー
　　を開催する
2-9 カウンターパート養成の成果を評価する
3-1 カウンターパート養成計画を策定する
3-2 カウンターパート養成のカリキュラムを
　　提供する
3-3 カウンターパート養成の教材を提供する
3-4 生産性普及促進・調査分野のカウンター
　　パートへの講義を実施する
3-5 生産性普及促進・調査分野のカウンター
　　パートによる会社訪問を実施する
3-6 生産性普及促進・調査分野のカウンター
　　パートによる企業での OJTを実施する
3-7 カウンターパートがガイドラインとして
　　使用するためのトレーニング・マニュア
　　ルを共同開発する
3-8 外部関係者へのマネジメント・セミナー
　　を開催する
3-9 カウンターパート養成の成果を評価する
4-1 必要な機材、装置を供与し、適正に配置
　　する
4-2 機材の使用、整備計画を作成する
4-3 機材の日常整備を実施する

１．専門家派遣実績
　　（1999 年２月）
ａ）長期専門家
　　チーフアドバイザー
　　調整員
　　生産性コンサルティング
　　　技術
　　人材育成・労使関係
　　生産性普及促進・調査
　　延べ人数　８名
ｂ）短期専門家
　　生産性コンサルティング
　　　技術　　　　　12名
　　セミナー講師　　４名
　　機材据付け・操作指導
　　　　　　　　　　４名
　　生産性調査　　　１名
　　生産性統計　　　３名
　　生産性普及促進　３名
　　付加価値分析　　１名
　　管理監督者教育　１名
　　資金管理　　　　１名
　　人事管理　　　　１名
　　監督者教育 OJT
　　　　　　　　　　１名
　　管理者教育 OJT
　　　　　　　　　　１名
　　企業内指導者養成OJT
　　　　　　　　　　１名
　　HRDコンサルティング
　　　　　　　　　　１名
　　延べ人数　　　　35名
２．研修員受入実績
・ 1993 年度
　生産性向上視察　　２名
・ 1994 年度
　生産性運動　　　　５名
・ 1995 年度
　生産性運動視察　　２名
・ 1996 年度
　企業内生産性管理　３名
　（国別特設研修）
　企業内生産性管理　８名
・ 1997 度
　企業内生産性管理　３名
　（国別特設研修）
　企業内生産性管理　８名
・ 1998 年度
　企業内生産性管理　３名
　（国別特設研修）
　企業内生産性管理　８名
　延べ人数　　　　　42名
３．機材、教材の供用実績
・ 1994 年度分 3574 万 7000 円
・ 1995 年度分 0000 万 0000 円
・ 1996 年度分 2003 万 3000 円
・ 1997 年度分 000 万 300 万円
・ 1998 年度分 0000 万 0000 円

１．カウンターパートおよび
　　事務職員の配置
・カウンターパートの配置
　　　　　　　　　　39 名
・事務職員　　　　　14 名
（FTPI管理部門の職員数）
２．オフィスと事務機器の配
　　置
３．プロジェクト業務室の教
　　材提供実績
・専門家デスク　　８セット
・専門家イス　　　16 脚
・秘書デスク　　　８セット
・秘書イス　　　　４脚
・会議室デスク　　２セット
・会議室イス　　　８脚
・コンピュータ・デスク
　　　　　　　　　８セット
・書棚　　　　　　８脚
・リーダー室応接セット
　　　　　　　　　１セット
・スチールキャビネット
　　　　　　　　　５セット
４．日本からの供与機材以外
　　の必要な機器、スペアパ
　　ーツ、車両などの配備
５．プロジェクトの実施に必
　　要な運営資金の調達
　　FTPI予算額（ローカルコ
　　スト分は FTPI予算に含
　　まれている）
1995 年 　　 4872 万バーツ
1996 年 　　 4984 万バーツ
1997 年 １億 0143 万バーツ
1998 年 １億 3679 万バーツ
1999 年 １億 5123 万バーツ
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成果の達成度 プロジェクト目標達成を
阻害した要因

 (1) プロジェクトの
各「成果」が「プ
ロジェクト目
標」につながっ
たその度合い

成果０　プロジェクト実施のための運営体制が強化
　　　　される

1994 年２月のプロジェクト開始当初は、タイ国工業
省「タイ経営開発生産性センター（TMDPC）」をプ
ロジェクト実施機関としていたが、その後、1995 年
７月に国立生産性センター（NPC）として「タイ生
産性研究所（FTPI）」が設立された。以後は FTPI
が実施機関となり、新たに採用された職員がカウン
ターパートとして技術移転を行った。
FTPI は設立当初の５年間はその運営に必要な資金の
100％を政府の補助金で受け取るものの、その後は生
産性向上に必要な活動への支援を中心に補助金は部
分的なものにとどまる予定であった。
本プロジェクトは、生産性向上に関する知識を提供
し、経緯豊かなカウンターパートを育てることを通
じ、企業における生産性向上トレーニングとコンサ
ルティング活動に貢献することを目指したものであ
る。これにより、FTPI 設立後わずか３年７カ月の訓
練期間であったにもかかわらず、多数の企業におい
て生産性向上活動が実施され、着実に成果をあげる
ことが可能となった。この結果、民間企業、政府機
関の双方からの FTPIに対する評価と期待が高まって
いる。

・プロジェクト実施機関の
変更により、カウンター
パートへの技術移転を実
施する期間が短縮され
た。

・当初 FTPI に採用され、
プロジェクトに配置され
たカウンターパートは比
較的若く、企業での実務
経験に乏しいケースが多
かった。

成果１　FTPIのカウンターパートが生産性コンサル
　　　　ティング技術に関する知識を習得する

マネジメント能力がまだ不十分である一般のタイ国
企業であれば、現在のカウンターパートのコンサル
ティングに関するレベルでも貢献できる余地は大き
い。
現在、３名のシニアレベルコンサルタントは単独で
もコンサルティング活動を行えるだけの実力を持っ
ている。６名のアソシエイトレベルコンサルタント
は、数人でチームを組んで効果的なコンサルティン
グを実施することが可能である。彼らにより工場規
模での生産性向上活動が効果的に行われている。
また、将来的にはシニアレベルコンサルタントにな
りうるジュニアレベルの人材が 10 名いる。したがっ
て、今後対象企業数が増えても、彼らにより効果的
な活動を継続することが可能である。

・ FTPI 創設期に採用され
たカウンターパートのな
かで、生産性向上につい
て経験のある者はほとん
どいなかった。

・タイ国企業においては、
生産性向上よりも高性能
機械や新しい設備などの
投入により品質の向上、
競争力の強化が実現でき
ると考えている経営者が
依然として大多数を占め
ている。

・経営者のなかには、生産
性ツールを導入すれば生
産性向上ができると考え
短期間で効果があがる手
法を要求する者も多い。

Ⅲ．評価結果要約

１．目標達成度
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成果の達成度 プロジェクト目標達成を
阻害した要因

１）プロジェクトの
各「成果」が「プ
ロジェクト目標」
につながったその
度合い

成果２　FTPIのカウンターパートが生産性向上を進
　　　　めるための人材育成・労使関係の知識を習得
　　　　する

本分野ではアソシエイトレベルおよびジュニアレベ
ルのコンサルタントがそれぞれ２名いる。カウンタ
ーパートは FTPIへのプロジェクト実施機関移管後２
年間は生産性コンサルティング技術分野のカウンタ
ーパートとともに生産性についての基礎的な教育を
受け、その後約１年半、人材育成分野に特化したカ
ウンターパートトレーニングを受けている。
全体的には、セミナーなどでの講演は可能なレベル
に到達している。

・本分野のカウンターパー
トの数名は比較的若く、
したがって企業における
実務経験も乏しい。

・一般的に本分野のコンサ
ルタントは経営者と対等
に話し合えるだけの素養
が要求される。若いコン
サルタントが企業経営者
に向かって経営上の意見
を述べることは、非常に
困難であるのがタイでの
実情である。

成果３　FTPIのカウンターパートが生産性普及促進
　　　　・調査技術に関する知識を習得する

AV 分野のカウンターパートは FTPI の業務に携わる
以前に AV 制作に関する経験を積んでおり、AV 制作
およびビデオ教材制作に関する技術移転は当初の２
年間で終了している。本分野では５名のプロフェッ
ショナルレベルおよび１名のアシスタントレベルの
スタッフがいる。
生産性普及促進分野のカウンターパートは当初、生
産性コンサルティング技術分野のカウンターパート
とともに生産性についての基礎的な教育を受け、そ
の後約２年間、生産性普及促進分野に特化したカウ
ンターパートトレーニングを受けている。調査分野
のカウンターパートは当初、生産性や統計／調査手
法に関する基礎について訓練を受けた後、統計／調
査に関する２年間の訓練を受けている。現在、６名
のプロフェッショナルレベルスタッフに加え、４名
のアシスタントレベルスタッフがおり、彼らは企業
内の生産性普及促進・調査を担当するために必要な
知識を習得済である。
成果４　AV活動を実施するために必要な機材、装置
　　　　が供与され、適正に維持管理される

企業における生産性向上活動の指導にあたっては、
経営者と従業員の双方に対する生産性教育が重要で
ある。
AV 機材を駆使しての講義やそのためのソフトの制作
に供与機材が大変貢献している。機材、装置は台帳
により管理されている。
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成果の達成度 プロジェクト目標達成を
阻害した要因

 (2) プロジェクトの
各活動が成果に
つながったその
度合い

活動０　必要な人員の配備、およびその活動計画と予
　　　　算の策定

FTPI はその職員の大半を学部／大学院卒レベルで新
規採用し、将来、FTPI における有能なコンサルタン
ト、スタッフに育てる目的で、生産性コンサルティ
ング技術、人材育成・労使関係、生産性普及促進・
調査の各部門に配置している。また、当初５年間の
運営費を政府予算から支出することとして必要な予
算も確保した。
活動１　生産性コンサルティング技術分野のカウン
　　　　ターパート養成に関し以下の項目を実行す
　　　　る。

・カウンターパート養成計画を策定する
・カウンターパート養成のカリキュラムを
提供する

・カウンターパート養成の教材を提供する
・カウンターパートへの講義を実施する
・カウンターパートによる会社訪問を実施
する

・カウンターパートによる企業での OJT を
実施する

・トレーニングマニュアルを共同開発する
・外部関係者へのマネジメントセミナーを
開催する

・カウンターパート養成の成果を評価する
本プロジェクトにおいてシニア／アソシエイトレベルの
カウンターパートが確実に育成されている状況からみ
て、上記の活動内容はおおむね妥当なものであったとい
える。
マニュアルについては、タイ側カウンターパートおよび
日本側専門家により作業が進められ、Basic に続いて
Intermediate レベルのものがほぼ完成している。今後の
活用と内容のレベルアップが期待されている。
活動２　人材育成・労使関係分野のカウンターパート
　　　　養成に関し以下の項目を実行する

・カウンターパート養成計画を策定する
・カウンターパート養成のカリキュラムを
提供する

・カウンターパート養成の教材を提供する
・カウンターパートへの講義を実施する
・カウンターパートによる会社訪問を実施
する

・カウンターパートによる企業での OJT を
実施する

・トレーニングマニュアルを共同開発する
・外部関係者へのマネジメントセミナーを
開催する

・カウンターパート養成の成果を評価する
人材育成・労使関係のカウンターパート養成につい
ては、カウンターパートは当初２年間、生産性コン
サルティング技術に関する基本的な知識の習得に努
めた。彼らは現在、アソシエイト／ジュニアレベル
に達しており、上記の活動内容はおおむね妥当なも
のであったといえる。
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活動３　生産性普及促進・調査分野のカウンターパー
　　　　ト養成に関し以下の項目を実行する

・カウンターパート養成計画を策定する
・カウンターパート養成のカリキュラムを
提供する

・カウンターパート養成の教材を提供する
・カウンターパートへの講義を実施する
・カウンターパートによる会社訪問を実施
する

・カウンターパートによる企業での OJT を
実施する

・トレーニングマニュアルを共同開発する
・外部関係者へのマネジメントセミナーを
開催する

・カウンターパート養成の成果を評価する
生産性普及促進・調査分野のカウンターパート養成
については、当初２年間で AV制作とビデオ教材制作
のための技術移転が行われた。FTPI が採用した AV
関係のカウンターパートはすでに技術移転に経験の
ある技術者の集団であったため、これに生産性向上
の基礎的な知識を学ばせることによって、すぐに独
自で生産性向上活動のための AVや生産性向上活動の
促進普及のビデオ教材を開発することができるよう
になった。
後半の２年半は、生産性普及促進・調査分野のカウ
ンターパート養成に集中し、プロジェクト終了まで
に相当数のプロフェッショナルレベルのカウンター
パートが養成されることになり、活動はおおむね妥
当なものであったといえる。
外部関係者へのマネジメントセミナーの開催は、OJT
企業の選定と企業経営者への生産性向上概念の普及
を進めるために大変有益な手段となった。
活動４　機材、装置について以下の項目を実行する

・必要な機材、装置の供与と配置を行う
・機材の使用、整備計画の策定を行う
・機材の日常整備を実施する

供与機材としては、大きく分けて、AV 教材制作のた
めのカメラ、ビデオ、編集機器、そして講義室の設
備であるプロジェクター、音響機器がある。
これらの機材については、機材の到着直後からタイ
側に全面的に管理を任せ、これまでまったく支障な
く保守管理されている。
専門家の携行機材については、基本的に日本側で管
理しており、カウンターパートが使用する際には必
要な貸し出し手続きの実施などの処置がなされてい
る。いずれの機材も生産性向上教育のために効果的
に使用されている。
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 (1) 直接的効果
（「プロジェクト目標」レ
ベル）

本プロジェクト開始に至るまでタイにおける唯一の生産性指導機関であった
TMDPCの活動は、生産性向上に関する基本的概念の紹介が主な活動であり、
企業の製造現場における生産性向上の実地指導は十分に行われていたわけでは
なく、そのため成果は効果的に発揮されていなかった。一方、本プロジェクト
においては、カウンターパートが工場において実地指導を行った結果、生産性
向上の効果が発揮された。座学で学んだ技術を用いることで、品質向上、設備
稼働率向上、ロスの低減、監督者の能力開発などの面において実効性のある生
産性向上をもたらしている。プロジェクトの成果の例としては、たとえば生産
性普及促進活動の結果、FTPI の会員企業数が 646 社に達していることがあげ
られる。また、オンサイト・マネジメント・ガイダンスおよび OJT の実施企
業は 80 社におよび、OJT 実施企業における企業内ファシリテーター数は 200
人となっている。

(2) 間接的効果
（「上位目標」レベル）

FTPIのカウンターパートによる生産性向上活動は以下の形で広がっている。
・「生産性週間」における普及活動

FTPI は毎年普及活動の一環として「生産性週間」を開催しており、1998
年は７月 30 日から８月２日まで行われた。3000 人以上がセミナーに参加
し、１万人以上が展示会を見学した。

・首相府における 5S運動
FTPI の支援を得て、5S 運動が首相府において進められた。運動の成果を
踏まえ、行政サービスの効果を高めるために、すべての政府機関において
も運動を進めるよう首相から指示が出された。

・NESDB（国家経済社会開発委員会）との共同普及活動
NESDB は経済成長を促進していくうえで生産性向上活動を広げていくた
めの戦略策定に乗り出した。このため、FTPI は同委員会とともに 1999 年
１月から生産性向上活動の普及計画策定を進めていく予定である。

・職業訓練校における履修科目
現在、生産性向上は必須科目のひとつとして全国の職業訓練校で教えられて
いる。これは、庶民のレベルに活動を普及させるうえで大変効果的である。

２．効果
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(1) 投入のタイミングの妥当
　　性
（日本側）
・専門家の派遣
・機材の供与
（タイ国側）
・土地、施設、機材の処置
・カウンターパートの配置
・ローカルコストの負担
・その他

日本側
・専門家の派遣のタイミングについては適切であった。
・機材供与のタイミングについても適切であった。

タイ国側
・土地、施設、機材の処置はほぼ当初の予定どおり実行された。
・人材育成分野のカウンターパート（同分野のヘッド）の配置が遅れたのは、
要請に見合った経験をもつ人材を探すことの難しさが原因である。

・ローカルコストの負担はまったく支障なく行われ、プロジェクトが順調に運
営された。

(2) 投入と成果の関係
（日本側）
・専門家の派遣
・研修員受入
・機材の供与
（タイ国側）
・土地、施設、機材の処置
・カウンターパートの配置
・ローカルコストの負担
・その他

日本側
・専門家の派遣については、カウンターパートの人数に対応して経験の豊かな
短期専門家の派遣人員数が調整される形であったため、成果を達成してい
くうえで効果的であった。

・研修員の受入れについては、当初予定数を大幅に上回る総計42名の研修（C/S
コースを含む）が実施され、カウンターパート研修に多大な効果があった。

・機材については AV 機材制作用機器、音響機器ともにカウンターパートの育
成のために有効に利用された。

・ JICA との契約のもとで、専門家の採用、日本でのカウンターパート研修や
プロジェクトのモニタリングに関する支援について（財）社会経済生産性
本部が大きな貢献をした。

タイ国側
・土地、施設、機材の供与についてほぼ当初の予定どおり実行され、カウンタ
ーパートの育成を効果的に進める環境を整備することに成功した。

・ローカルコストの負担額については適正レベルと判断される。
(3) 他の協力形態とのリンケ
　　ージ

・アジア生産性機構（APO）からの短期専門家の派遣は、増大するカウンタ
ーパート訓練の要望に応え、プロジェクトを滞りなく進めていくうえで効
果的であった。

３．効率性
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 (1) 上位目標の妥当性
・受益者ニーズとの整合性
・開発政策との整合性

・タイ政府は企業の国際競争力を強化するため、生産性向上により国の工業化
計画を進展させる政策を進めている。これには生産性向上の重要性を企業
に認識させ、その取り組みを全国的な運動として展開する必要がある。本
プロジェクトの上位目標は、この政策と完全に一致しており妥当なものと
考えられる。

・ FTPI は生産性向上を通じて国の工業化政策を加速するために必要な国の唯
一の機関である。

(2) プロジェクト目標の妥当
　　性
・上位目標との整合性
・実施機関の組織ニーズと
　の整合性

・プロジェクト目標は上位目標と整合している。
・政府は主要 13業種の中小企業の国際競争を強化するため産業構造調整事業
（IRP）を開始した。この計画の達成目標の一つとして、生産性向上と生産
工程の改善が掲げられている。FTPI はこの計画において主要な役割を担
う。したがって FTPI の組織としてのニーズに対するプロジェクト目標は
整合している。

(3) 上位目標、プロジェクト
　　目標、成果および投入の
　　相互関連性に対する計画
　　設定の妥当性

生産性向上のためには、生産性コンサルティング技術、人材育成・労使関係、
生産性普及促進・調査の３つの分野の活動がバランスよく企業側に浸透してい
く必要がある。本プロジェクトにおいてカウンターパートに必要な知識・技術
の移転が着実に進められ、企業側の要請を満たす有能な人材が育っていること
を考慮すると、計画設定の内容は妥当であったと判断される。

(4) 妥当性に欠いた要因 プロジェクトとしての協力期間が当初５年間であったにもかかわらず、実施機
関の変更により現在のカウンターパートへの技術移転機関が実質的に３年７カ
月に変更になったことは日本側にとり予想外であった。

４．計画の妥当性
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(1) 組織的側面 IRP の実施に伴い、FTPI の研修やコンサルティング活動に対する企業側から
の要請は今後増加していくことが予想される。FTPI の現段階での活動は、多
くの有能なカウンターパートやスタッフを採用し、彼らの定着率が非常に高い
という点で成功といえよう。しかし、今後 FTPI のコンサルタントやプロフェ
ッショナルスタッフに対する需要が急激に高まることを予想した場合、現在の
上位レベルのカウンターパートの人数では不十分である。

(2) 財政的側面 ・ FTPI の財政面については、政府からの 100％の財政支援の受入れを 1994
年 10 月から５年間限りとし、それ以降は必要資金の大部分を自主財源でま
かなうことが予定されていた。しかし 1997 年７月以降の経済危機を通じ、
タイ政府においても生産性向上活動が経済成長の回復のために重要であるこ
とが認識された結果、プロジェクト終了年には 120 名と予想されるコンサル
タント／スタッフの数を５年後（2004 年）には 250 名に増やす必要が生じ
たことを背景に、FTPI はプロジェクト終了後、さらに５年間の 100％の財
政支援の継続を工業省を通じ内閣に申請した。
・FTPIの今後５年間の収支（自己収入と支出(財政支援分)）予想は以下のとおり

（単位：百万バーツ）
タイ会計年度 1999 2000 2001 2002 2003
自己収入 132.00 130.02 176.35 208.06 245.70
予算（支出） 151.20 196.30 240.27 296.05 365.49

（タイ会計年度：前暦年 10月から当暦年９月まで）

自己収入の繰入れからなる FTPI の自主財源は、(1) 自己収入が上表のとおり
毎年増加していくことが予想されること、(2) 支出分は政府の財政補助から充
当される結果、自己収入はすべて財源への繰入れ対象となること、以上の２点
から毎年増えていくことが見込まれる。また、今後のコンサルタント／スタッ
フの増加を考慮した場合、上記自己収入の推移は信頼に値しよう。

(3) 技術的側面 ・生産性コンサルティング技術および人材育成・労使関係分野では、工場全体
の監理が可能なシニアレベルコンサルタントが３名、個別生産ラインの生産
性向上に関するコンサルティングの実施やセミナー講演が可能なアソシエイ
トレベルコンサルタントが６名、ジュニアレベルコンサルタントが 10 名育
成されている。今後の FTPI の活動に対する需要の増大が予想されるため、
シニアレベルコンサルタントの数は拡充される必要がある。アソシエイト／
ジュニアレベルのコンサルタントをシニアレベルに引き上げるためには、よ
り多くの経験を積ませることが必要である。
・本プロジェクトにおいて、日本人専門家の役割は徐々にシニア／アソシエイ
トレベルのカウンターパートに置き換えられていくことが望ましい。このた
めには、カウンターパートが担当する座学において本プロジェクトで作られ
たマニュアルを十分に活用すべきである。
・生産性普及促進・調査分野については、技術的に自立が可能な状態である。
・施設・機材の保守管理状況は良好であり、教材の制作やカウンターパートの
訓練に大きく貢献している。

５．自立発展の見通し
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１．延長もしくはフォローア
　　ップの必要性

５年間のプロジェクトとしては、実施機関の変更により、FTPI のカウンター
パートへの技術移転は実質３年７カ月となったものの、終了時には質と量の両
面で計画されたカウンターパートを育成することができ、目標が達成される見
込みである。しかしながら、1997 年７月から始まったアジア経済危機により、
生産性向上に関する期待が高揚し、FTPIが IRPの生産性分野において重要な
役割を果たすことが期待されている。当事業を効率的に推進し、産業の期待に
応えるためには、生産性コンサルティング技術および人材育成・労使関係分野
で、上位レベルのカウンターパートをより多く育成していく必要がある。FTPI
の活動を支援するために、現在の５年間のプロジェクトが終了した後、２年間
のフォローアップ協力を実施することが望ましい。

２．提言と教訓
　①短期的提言

1997 年の経済危機以降、タイの人々に生産性向上活動の重要性が再認識され、
1998 年 10 月から始まった IRPにおいても高いプライオリティで当該関連事業
が計画されている。本プロジェクトは生産性向上に関する日本の技術協力プロ
グラムのなかでも技術移転の成功例として関係者の間で高く評価されており、
プロジェクトの成果は IRPの進展を支援するものとして期待されている。タイ
政府自身の自主的な取り組みとして、IRPはいまや国家の生産性を向上させて
いく基盤整備を担っているといえよう。
FTPIは IRPにおいて生産性向上に関する中核的役割を担い、かつその役割を
強化させていくことが求められているが、そのためには人材を充実させていく
ことが必要不可欠となる。当初想定したカウンターパートの育成人数に関する
目標は達成されたものとは考えるが、上位レベルのカウンターパートに関する
需要はさらに増えていくものと予想される。このような状況においては、タイ
の自立発展性を補うためにフォローアップ協力を実施することが重要である。
しかしながら IRPのもとで実施される関連事業の計画と、フォローアップ協力
として実施される技術移転計画との調整は十分かつ綿密に行われる必要があ
る。今後ますます増加する生産性への需要に応えるためには、フォローアップ
協力による技術移転を効果的に進め、その成果をできるだけ早い段階でフィー
ドバックさせて IRPの着実な実施を促進することが大切である。すなわち、フ
ォローアップ協力を進める際には、わが国の技術協力が IRPを一層効果的に進
めることになるとの共通の認識を両国間で再確認することが IRPの進展を確実
なものとする。技術移転が円滑に進められるように関係者間で調整を進めるこ
とが可能となる指揮系統の明確なシステムが整えられるべきである。
IRP とフォローアップ協力の相乗効果を高めるためには、FTPI と日本人専門
家によりフォローアップ協力を管理することを目的として組織される運営委員
会（steering committee）を設置することが重要である。委員会では定期的に
フォローアップ協力の進捗状況を確認し、必要であれば運営計画やカウンター
パート育成プログラムの見直しを実施することが考えられる。フォローアップ
協力に関し専門家からなされる提案や要請は、委員会を通じて各カウンターパ
ートに伝えられなければならない。

　②長期的提言 (1) FTPI が運営を自主財源中心に行わなければならない将来に備え、生産性
コンサルティング技術、人材育成・労使関係、生産性普及促進・調査のそれ
ぞれの分野において、どのような要員構成によりどの程度の収益をあげるこ
とを目標とするのか、長期的なビジョンを検討しておかなければならない。

(2) FTPI は、IRP に基づき今後設立が予定されている関連インスティチュー
トとの提携を進めていくべきである。

(3) 本プロジェクトによる技術移転を踏まえ、近隣諸国でも利用が可能となる
ような形で知識と技術を蓄積していくことが期待される。

Ⅳ．プロジェクトの展望および提言・教訓
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③教訓 (1) タイにおいては、従来から生産性向上の重要性は一部で認識されてはいた
が、必ずしも一般的に広く具体的な取組みとして多くの産業現場で活かさ
れてはいなかった。しかしながら経済危機に直面し、産業界においても企
業活動の存続さえ危ぶまれるきわめて厳しい環境のなか、生産性向上への
取組みがきわめて効果的な活動であるとの認識が醸成されはじめたのはつ
い最近のことである。
今後、本分野の案件を実施する際には、ターゲットグループが必ずしも本
分野の重要性を認識していないことにより技術移転に困難さが伴うことを
考慮し、協力期間開始前の事前調査、長期（短期）調査などをより充実さ
せ、適切なプロジェクト・デザインを形成することが重要である。その際、
案件の準備段階から PDM による管理手法を適用しプロジェクトの運営管
理、モニタリング、評価を行うことが必要である。

(2) 当初から実施機関の変更は予測されており、実施協議調査の際、実施機関
の移管に伴い、カウンターパートも移籍する旨確認していたにもかかわら
ず、実際はほとんどのカウンターパートが新規で FTPI に配置されること
になった。生産性機関においてはカウンターパートが資産として重要であ
ることを認識する必要があるとともに、可能な限りこのような事態を予見
し協力期間の開始を適切に設定する必要がある。
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２－４　カウンターパートの達成度測定について

　本プロジェクトの成果の中心は、タイ国内に生産性活動を普及するための職員を育成すること

である。そのために、対象となるカウンターパートの達成度を計る指標が必要である。

(1) カウンターパート育成の評価手法

１）カウンターパート育成計画（C/P Development Program）

　カウンターパートへの技術移転実施前に、カウンターパートの習得段階に応じたレベル設

定を行い、「カウンターパート育成計画」（合同評価報告書のAnnex6参照）を策定した。

生産性コンサルティング技術、人材育成・労使関係の２分野については、シニア／アソシエ

イト／ジュニア／アシスタント／トレーニーの５段階、普及促進・調査分野では、プロ

フェッショナル／アシスタント／トレーニーの３段階に分け、各カウンターパートの育成状

況を把握して、それぞれの人数をプロジェクトにおける成果とした。その際、資格要件とし

て、カウンターパートが各レベルに昇格するための必修科目を設定した（合同評価報告書の

Annex7参照）。

　また、それぞれの技術移転の内容ごとにカウンターパートの達成能力を評価する方法も設

定した（以下「カウンターパートの達成度測定表」という。合同評価報告書のAnnex8参

照）。この２本柱で、総合的にカウンターパートの能力を測定した。

２）カウンターパートの達成度測定表

　カウンターパートの達成度測定表では、各項目について、カウンターパートが「講義がで

きる」「コンサルティングとトレーニングができる」状態をそれぞれ、Ａ「専門家の指導な

しで実施可能」、Ｂ「専門家の指導のもとで実施可能」、Ｃ「実施不可能」と表示し、か

つ、それらを点数化し、重要項目には加重した。それに基づき、カウンターパート各個人の

達成度を測定し、どのレベルに達しているか評価することとした。

　各項目の期待値（Expecting point）とは、講義、コンサルティング、トレーニング活動

をカウンターパートが実施する際に当面必要とされる能力ポイントである。そして、この期

待値とカウンターパートの各項目の獲得ポイントとの比率を示し、達成度とした。３分野の

各個人表を作成し、シニア／アソシエイトなどの各レベルごとに取りまとめたカウンター

パート評価表は別表1－1～1－4のとおりである。

　同比率が60％以上のカウンターパートは、専門家の指導なしに独自で経験を積みながら能

力を向上させることが可能であると位置づけた。なお、普及促進・調査のうち、AV製作分

野については、本方法を適用していない。
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(2) 各分野のカウンターパートの育成状況

　上記の評価表を使用し、レベルごとにみたカウンターパートの育成状況を分析する。

１）生産性コンサルティング技術（別表1－1）

　シニア３名、アソシエイト６名、ジュニア10名が当初協力期間終了までに育成される見込

みである。

　FTPI設立当初は、当分野を３分野のカウンターパート共通の技術移転分野としたことか

ら、当該分野のカウンターパートは座学、OJTを通して、達成度が高い。現在はOJT中心の

指導を実施している。

　特定のショップフロア（pilot area）でのIE、QC、5Sツールを使用したコンサルティン

グ活動の経験を積んでおり、シニア、アソシエイトでは達成度が高い。

　シニア／アソシエイトカウンターパートの共通の弱点は、下の３項目である。

①管理システムの把握

②ツールの使用方法（Just in time, TQM, TPM, VE, Suggestion Scheme, QC circle）

③総合的生産性向上（Factory-wide activities）

　特に、Just in time, TQM, TPM, Value Engineering, Suggestion Scheme, Quality Control

Circleでは、講義能力およびコンサルティング能力についても未熟である。

　ジュニアについては、5Sを除いては全体的に達成度が低いが、今後上位のカウンターパー

トによって内部育成されることが期待される。

　なお、後進を育成する際のガイドラインとなる「基礎」および「中級」の実践的生産性コ

ンサルティングのマニュアルは、当初協力期間終了までには完成予定である。

２）人材育成・労使関係

　アソシエイト２名、ジュニア２名が当初協力期間終了までに育成される見込みである。

　当該分野は、1997年４月から生産性コンサルティング技術から分化し、実質１年半の技術

移転であったため、現在まで専門分野の教育に関する座学を中心に技術移転が進められてき

た。

　全体として、生産性に関する基礎知識はすでに習得している（別表1－2）。

　人事管理システムについて、カウンターパートは講義可能であり、カウンターパート全員

一定の能力を有している。

　ファシリテーター教育は、カウンターパートはフルスケールOJT企業で２回のみの実施で

はあったが、企業に対して講義可能、コンサルティングも専門家のアドバイスのもと指導可

能の状態であるため、経験を重ねることでみずから能力を伸ばすことが可能であろう。

　当分野のカウンターパートが弱い項目は下の点である。

ａ）全体的にコンサルティング力が不足している。
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ｂ）管理・監督者教育をメインとしてコンサルティングやトレーニングをすることを考える

と、座学により習得すべき知識も不足している。

ｃ）HRDコンサルティング手法では、いくつかの基本的なツールの習得はしているが、実

践経験が少ない。

　本分野においては、まだ後進を育成するような下地はできておらず、シニアレベルの養成

が必要である。

　本分野では、長期専門家の帰任に伴い、当初協力期間の最後の８カ月は短期専門家によ

り、技術移転を行うこととなった。しかし、短期専門家を重要なポイントで派遣することが

でき、カウンターパートへの指導については深刻な影響は与えなかった。

　なお、管理・監督者教育、HRDコンサルティングのマニュアルは当初協力期間終了まで

に完成予定であるが、完成後に現場での経験を重ねていくことによって、マニュアルを使い

こなす能力をつけることが肝要である。

３）普及促進・調査

ａ）普及促進

　プロフェッショナル４名、アシスタント４名が当初協力期間終了までに育成される見込

みである。

　人材育成・労使関係分野のカウンターパート同様、当初生産性コンサルティング技術と

同内容の指導を受けたが、プロジェクト協力期間後半部分では教材の開発、生産性普及促

進手法を専門として、座学およびOJTで集中的に技術指導を実施した結果、カウンター

パートの達成度は全般的に高いものとなった（別表1－3）。

　プロフェッショナルレベルのカウンターパートでは、普及促進教材の開発において、セ

ミナー用の教材で若干力が弱い点が見受けられる。また、全社的生産性活動でも、若干コ

ンサルティング能力の足りない点はあるが、フォローアップ協力のなかで、技術移転分野

ではないものの他分野と合同で実施するフルスケールOJTに参加し、経験を積むことに

よって、習熟されたものとなるであろう。プロフェッショナルでは、達成度が全項目で65

％を超えており、自ら能力を向上させることが可能な段階である。

　アシスタントのカウンターパートの能力も一定しており、特定分野が弱いがプロフェッ

ショナルのカウンターパートによって指導されれば、近い将来十分に活躍できるものと思

われる。

ｂ）AV製作

　プロフェッショナル５名、アシスタント１名が当初協力期間終了までに育成される見込

みである。
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　カウンターパートの担当内訳は、プロデューサー兼エディター２名、カメラマン２名、

グラフィックデザイナー２名であるが、各カウンターパートが複数技術の習得に取り組ん

でおり、カウンターパート相互間での補助が可能である。本分野は、プロジェクトの前半

部分で技術移転をおおむね終了しており、後半ではカウンターパートが作品を製作するこ

とで技術を定着させている。

　本分野ではカウンターパートの能力の測定が困難なため、製作したビデオ作品数で読み

替えることにした。製作を外注したものを含めると50本、うちFTPIで企画、撮影、編集

など全般について製作をしたものは15本である。

　内容としても、当初の「生産性」のプロモーションから、具体的な生産性向上の進め方

について扱った作品を製作し、企業教育用の作品に取り組んでいる。内容については、

FTPIの生産性コンサルティング技術や、HRDなどの他部門のスタッフの指導を受けなが

ら、専門領域と深さを拡大する必要がある。

ｃ）調査

　プロフェッショナル２名が当初協力期間終了までに育成される見込みである。

　当初３名のカウンターパートがいたが、組織内異動のため、現在の２名に減少した。

　当分野もプロジェクト前半での生産性コンサルティング技術と同内容の指導を受け、後

半期において、専門分野である調査と生産性測定についての技術指導を実施した。

　調査は、研修ニーズ調査、マネジメント調査の２種類を実施しており、双方について、

調査質問表の開発で、若干力不足の感がある。

　生産性測定では、産業レベルと国レベルの生産性統計を実施し、レポートを政府に提出

するための準備に取りかかっている。1998年度の11月に短期専門家による指導で目標とす

るレベルまでカウンターパートの技術が到達する予定である。

　上述の２点は他の項目と比較すると達成度が低いが、カウンターパート独自で活動可能

な状態である。
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